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論文
戦後台湾史と台湾経済研究
—開発独裁と「中台統―」-
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I. はじめに一ー第2期国民大会代表選挙の意味
I. 戦後台湾史と開発独裁
1. 日本における台湾研究
2. 複雑で微妙な台湾人の心情
3. 台湾における社会資本の貧困と公営企業・党営企業
4. 中台経済交流の進展
II. おわりに一「中台統一」への課題
I. はじめに一ー第 2期国民大会代表選挙の意味
1991年12月21日に台湾において第 2期国民大会代表選挙が実施された。本選
挙は，中国国民党が中国大陸において政権を維持していた1947年に実施して以
来，実に44年振りの選挙となった。台湾と彰湖島，福建省の金門島・馬祖島等
の僅かな島々を実効支配する中華民国が中国の正統政府と自認し，中国大陸を
も中華民国の支配の及ぶ領土であると主張することから（法統），かつて大陸で
選出された国民大会代表や立法委員，監察委員等の中央民意代表は非改選の終
身議員として，改選されることなく今日までその職に就いてきた。これら永久
議員の多くはすでに高齢に達し，自分で歩行困難な者もおり，議会における単
なる「イエス・マン」として国民党政権を支えてきた。多くの台湾住民はこれ
らの終身議員を「老賊」と批判し，彼らができるだけ速やかに引退し，台湾住
民の寵接選挙によって自らの代表を選出することが台湾民主化の重要課題であ
るとし，これが近年の民主化運動の焦点となってきた。これに対し1990年 6月
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21日の大法官会議は第261号の解釈により1991年末までに終身職の中央民意代
表の退職を決定し， 1948年に制定された「動員戯乱時期臨時条款」ほ：乱鎮圧時
期臨時条項）は1991年4月に廃止された。そして，その先駆けとして今回初めて
台湾住民の選挙により国民大会代表の総入替えが行われた。国民大会は中華民
国の最高権力機関であり，憲法改正と総統選出の権限を持つだけに，今後の台
湾政局を占う上で重要な意味を持っていた。
「台湾共和国」を党綱領に掲げる民主進歩党は当初4割以上の得票率を目指
したが叫予想に反して23.9%の得票率に留まり， 66名が当選した。非改選の
現職代表9名を加えれば議席数は75名となり，全議席数403名に比較するとそ
の割合は18.6彩と低かった。一方，中国国民党は得票率71.1彩を獲得し，獲得
議席数は非改選現職代表64名を加えると318名 (78.9%)となり，憲法改正に必
要な 3分の 2以上の議席数を優に獲得して，国民党は今後の政局運営において
大きな力を発揮することが可能となった2)。今回の選挙が従来の選挙と同様，
国民党がその権力と資金力を背景に不正選挙と金権選挙により選挙戦を勝ち抜
いたとしても，有権者による直接選挙という民主主義の基本的ルールに基づい
て有権者が国民党の「革新•安定・繁栄」と「反台独」（台湾独立反対），「修憲」
（憲法改正）にイエスと答えを出し，民進党の「台湾独立」にノーと答えを出し
た点は，在野勢力が今後の台湾民主化を推進する上で一考を要する。
1)民主進歩党は1991年10月13日，第5回党大会で党綱領に「主権独立自主の台湾共和国
を建設する」の文言を入れることを決定した。しかし，党内穏健派の美麗島派はこれ
を急進的であるとして，「台湾共和国の建設，新憲法の制定は住民投票で選択決定す
る」と付け加えた。これに対して，国民党スボークスマンは「台湾の安全に危害を与
える行為である」と批判し，中国側もこのような動きに対して「分裂主義」であると
国家主席・楊尚昆の談話を発表している，
2)台湾の主要新聞「中国時報」とその夕刊紙の「中時晩報」， 「聯合報」とその夕刊紙
「聯合晩報』，『自立早報」とその夕刊紙「自立晩報』，経済紙の「経済日報JI,あるい
は週刊誌「新新聞」等は詳細に選挙結果を分析しており，選挙民の動向をおさえるこ
とが可能である。日本の研究者による選挙結果分析として，井尻秀憲「民主化への足
跡を刻む台湾政治ー91年国民大会代表選挙の結果分析」，伊原吉之助「台湾の選挙と
海映両岸関係」『問題と研究」 1992年2月号を参照されたい。
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今回の選挙について台湾の知識人達は，国民党勝利の要因が，①国民党の金
権選挙，②国民党によるテレビや新聞等のマスメディアの独占叫⑧国民党は
民進党の台湾独立の主張が中国共産党に台湾への武力介入の口実を与えると宣
伝し，選挙を有利に戦った，④台湾の教育水準の低さと民主主義定着の低さに
よる有権者の権利意識の弱体といった点を上げる。上記の指摘はこれまでの選
挙と同様に公平な選挙の実施という点においては確かに大きな問題である4)0 
しかし，今回国民党への得票率が高かったのは，有権者が台湾の経済成長での
既得権益を失うかもしれないという恐怖心を国民党がうまく利用した点にあ
る。民進党は台湾独立が台湾住民の意志によって決定されるものであると力説
しても，党綱領に「台湾共和国」を掲げることは台湾住民の意志を問うまでも
なく，民進党は台湾独立を目指す党であり，非常に危険であると多くの有権者
は考えた5)。そこで，国民党は好きではないが， 今回の選挙では民進党にでは
3)例えば，台湾のテレビ局には中視（中国テレビ），華視（中華テレビ），台視（台湾テ
レビ）の 3局があり，これらのテレビ局は全て公営で，中視が国民党経営，華視が国
防部経営，台視が台湾省政府経営である。それゆえ，テレビは政府や国民党の宜伝機
関として大きな役割を果たしている。一方，民間テレビ局は存在せず，これに対して
当局の目を盗んだアンダーグランドのケーブル・テレビが徐々に拡大しつつある。
4)これまでの選挙においては国民党が選挙後の票のすり替え等を行い，選挙民の反感を
買ってきたが，今回は大きなトラプルはなかった。しかし，金権選挙は今回の選挙で
も変わらず，資金力の格差が当落に反映することも多い。 1991年12月22日付け「自立
晩報」に「金牛党」という記事があり，買票を行った77人の候補者中， 69人が当選し
ており，「高検署如何慮理賄選案」という表にはそのリストを掲載している。 1票は
平均は300~500元 (1,500~2,500円）で売買されており，最高は1,000元である。
5)中国は台湾の武力解放を放棄しておらず，機会あるごとに武力解放を匂わせる。中国
は武力行使の条件として，① 台湾がソ連と軍事同盟を結ぶ，② 台湾が独立する，R
台湾が長期に交渉を拒絶し続ける，④ 台湾に内乱が起こる，⑥ 台湾が核兵器を開発
する，の 5点を上げる。また，台湾での選挙等の政治的動きがあるときには必ず中国
の見解や批判を発表している。今回の選挙においても同様であり，台湾の国政選挙は
国民党と民進党だけの対立ではなく，そこに共産党が加わっていることを忘れてはな
らない。 1990年5月~1991年12月までの台湾の政治動向については，伊原吉之助「台
湾の政治改革年表・覚書（都柏村時代）」『帝塚山大学教養学部紀要」 1991年12月20日
が詳細に整理しており，非常に参考になる。
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なく，「不統不独」（統一でもなく独立でもなく，現状維持）を主張する国民党に投
票する有権者が多く，民進党の敗北となった。また，戦後40数年間にわたって
過酷な国民党一党独裁体制が存続してきたが，国民党の指導下，台湾経済が世
界的に承認されるまでに発展したという「台湾経験」の実態を，民進党が的確
に批判し有権者に訴えることができなかった点は，何より敗北の一因である。
これが有権者に独立よりも繁栄を選択させたと言われる所以である。
ところで，今回の選挙戦は日本の新聞やテレビ等のマスコミでもり取り上げ
られ， 日本人にも台湾事情が幾分なりとも伝わった6)。 これは非常に喜ばしい
ことである。しかしながら，選挙戦の中で現れた台湾住民の複雑で微妙な意識
と感情の起伏やその歴史的背景にまで立ち入った報道はない。また， 日本人研
究者の台湾研究も，清代から現在までの台湾史を踏まえて現状分析を行うとい
うことは稀である”。それゆえ， 日本での台湾研究は研究者による台湾研究の
切り売であり，台湾の実像に対してトークルな台湾像が浮かび上がってこない
のが実情である。それゆえ，あらゆる局面において無知と誤解，疑問が存在し
ている。
小論では，常日頃抱いている台湾研究上の疑問点を整理し，できるだけ率直
かつ大胆に台湾研究雑感としてこれを吐露してみたい。そして，これまでの台
湾研究の課題を整理するとともに，今後の台湾研究への足掛かりにしたいと考
6)周知のように台湾へ特派員を常駐させている新聞社はサンケイ新聞のみであり，朝日
や読売，毎日等の大手の新聞社は特派員を常駐させていない。これは「周恩来三原
則」に反するからであり，そのため日本においては台湾情報が非常に少ない。最近で
は香港特派員が台湾ニュースをカバーしており，選挙等の大きな動きがあるときには
香港特派員が台湾に滞在してニュースを送り，今回の選挙については各社とも多くの
記事を掲載した。
7)台湾についてはかつての中国と同様に，旅行等で訪問し見聞したことや，エスニック
な世界に触れたりしたことを紹介する際物的な書が数多く発行されているのが現状で
あり，地に足がついた研究はまだまだ少ない。台湾をトークルに理解する入門書とし
て，若林正丈・劉進慶•松永正義編「台湾百科」（大修館書店， 1990年）を推薦した
Vヽ
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える。さらに欲を言えば，日本における中国研究者の目が北京だけではなく台
湾へも向けられるよう，挑戦的・挑発的に筆者の台湾論を提示したいと考え
る。
I. 戦後台湾史と開発独裁
台湾研究に関わる期間が長くなればなるほど，台湾の社会・政治等にいくら
疎い者であっても台湾認識はそれなりに深化し，台湾の友人も多くなるもので
ある。それに従って台湾社会の諸問題に必然的に関心を持つようになり，また
持たざるを得ず，それなりの知識も増えた。しかし，数多くの疑問にも直面し
てきた。いくつかの疑問に対する解答は台湾の友人や日本人の同僚から学んだ
が，その理解も心許ない。また不明の点も多い。特に，我々日本人はかつての
統治者の末裔であることから，我々が台湾住民の真意を掴むことを一層難しく
している。我々は侵略者の末裔であり，何をどのような位相でどこまで彼らに
接近し彼らの本音を聞き出せているのか，非常に心許ない。次に，台湾の複雑
な社会構造が台湾社会の理解を困難にしている。というのは，現在の台湾社会
には，少数民族である「高山族」や「平捕族」と中国からの侵略者であり移民
である漢族との関係，同じ中国からの移民である福建系（福倦人）と広東糸（客
家人）との関係，そして台湾人（本省人）と1945年以降に渡台してきた中国人 0'1-
省人）との関係，最近の両岸の交流による台湾人と大陸中国人との関係といっ
たように錯綜しており，台湾の将来に対する台湾住民の真意はどこにあるの
か，理解することを非常に困難にしている。何とか納得のいく理解をと心掛け
てきたが，誤解と認識不足のままお茶を濁してきた点も多々ある。
日本が台湾を50年間植民地支配した歴史は消し去ることはできないし，現在
の台湾が置かれている状況に日本人は責任の一端があり，知らないでは済まさ
れない。国際社会の中で隣人として交流していくためには相手を理解する必要
がある。しかし，残念ながら日本における台湾理解は充分といえるものではな
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く，台湾研究は少なく研究者も少ない8)。一人でも多くの台湾に関心の持つ研
究者の出現を期待し，本節では台湾研究上の疑問点を提示したい。
1. 日本における台湾研究
戦後の台湾研究を簡単に整理してみると，その研究は以下の 6分野に分類で
きる。
まず第ーは，戦後様々なプロセスを得て経済発展を遂げてきた台湾経済研究
である。 50年代末~70年代における台湾経済研究は台湾から留学してきた研究
者にその多くを負っており， その学界状況は今もあまり変わらない9)。近年の
急速な台湾経済成長は開発経済論や国際経済論分野の研究者に関心が持たれ，
1980年代にはその最盛期を迎えた。台湾経済がアジア NIESの一員として脚
光を浴びその経済成長のプロセスを開発途上国モデルとして，あるいは東南ア
ジアや中国南部との地域経済圏構想と連携させて関心が持たれるようになっ
た。このような台湾経済研究に対する関心が，結果的には台湾について多くの
情報を我々に提供した。その意味でこの分野での研究功績は大きい。しかし，
8)この点は台湾の研究者からしばしば指摘されてきたことで， 日本の中国研究者の台湾
無視は甚だしく，「進歩的研究者」は中国への侵略を問題にはするが， 50年間の台湾
植民地支配を問題にしないのは何故か，筆者にとっても大いなる疑問である。また，
卑近な例として十数年間研究会活動を続けてきた「台湾史研究会」を顧みても，台湾
に関心のある会員は増えず，細々と研究会活動を行ってきたのが実情である。
9)戦前の日本において台湾研究は相当の蓄積があり，膨大な調査研究が実施された。と
ころが，戦後，台湾研究はマイナーな世界に閉じ込められた。 1950年代末にアジア経
済研究所が創建され，多くの台湾からの留学生が集められ，総合研究が実施された。
笹本武治・川野重任編『台湾経済総合研究』上・下・資料綱，（アジア経済研究所，
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1968年）， 斉藤一夫編『台湾の農業」上・下， （アジア研究所， 1972年）がある。ま
た，この研究会に参加した留学生はその研究成果を学位論文として公刊している。
許世楷『日本統治下の台湾」（東京大学出版会， 1972年），江丙坤「台湾地祖改正の研
究」（東京大学出版会， 1974年）， 冷照彦「日本帝国主義下の台湾」（東京大学出版
会， 1975年），劉進鹿「戦後台湾経済分析」（東京大学出版会， 1975年）等がその代表
的なものである。
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それら台湾経済研究の多くは後述する戦前・戦後台湾史を一切捨象し無視して
おり，その分析手法は経済統計資料を利用した計量分析のみで，そこに描かれ
る経済発展の各段階には何ら矛盾がなくスムーズに進展したかのようであり，
結果論から見た経済成長分析となっているID)。極端な例を見ると，日本植民地
支配や国民党一党独裁があったからこそ現在の経済発展が存在するという議論
までが出現するに至っている。この議論と同じ延長線上に，権威主義的経済開
発である「開発独裁」というタームが使われ，あたかも台湾の経済成長はこの
「開発独裁」が存在したからこそ可能であったかのような認識が一般に流布し
ている。果たして，そうであるのか。これについての論証は一切行われていな
い。この議論を普遍化すれば，帝国主義的植民地支配や独裁政権はその国の経
済成長にとってプラスであったということになり，開発途上国の経済成長のた
めには「開発独裁」が必要であるかのように，いわば政治的強権を正当化する
議論である。日本領台が台湾社会経済に如何なる影響を与えたのか，国民党の
一党独裁体制が経済発展に如何なる影響を与えたのか，独占的公営企業や利権
を持つ党営企業が経済発展に如何なる影響を与え，民間企業の成長にどのよう
に貢献したのか，以上のような課題を分析して初めてそのように言えるのであ
り，安易にこの議論に寄り掛かるのは危険である。
第二は，台湾先住民である「高山族」（日本領台期には「生蕃」，その後に「高砂
族」と呼ばれ，戦後は「山胞」と呼ばれている）や漢族に対する人類学・民族学・宗
教学研究である。「高山族」研究は日本領台期に始まった。日本植民地統治者
が台湾の治安を確立するために，大量の軍隊を動員していわゆる「生蕃討伐」
を実行し，彼らを統治・支配する必要性から，その風俗・習慣等の研究「蕃族
調査」を行った11)。現在実施されている研究は統治・支配を目的としたもので
10)その代表的研究として渡辺利夫氏の一連の研究を上げることができる。
11)台湾総督府は台湾の治安を確保し，彼らの実情を知る必要から，臨時台湾旧慣調査会
（蕃族調査会）が調査研究し，『台湾蕃族志J1917年や「蕃族調査報告書」 8冊， 1913
年~1920年，『蕃族慣習調査報告書」全5巻， 9冊， 1915年~1922年を刊行した。
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はないが，彼らの家族制度や祭祀，風俗・習慣等の研究が一体どのような視角
から行われ，台湾にとってどのような意義を持っているのか，他分野の者には
伝わってこない。一方，漢族研究は戦前から様々な角度で実施されてきた。戦
後の研究としては基本的に中国大陸での調査研究が不可能なことから，その代
替として台湾で実施されるようになったのがその始まりである12)。このような
研究は当時のアメリカ中国研究の主流であり，同様の方法論で香港やシンガポ
ールでも調査研究が行われた。人類学・民族学・宗教学研究は台湾政治と直接
関わらず，しかも研究主体が友好国であり強国であるアメリカの研究者である
ことから，比較的スムーズに進展した。しかし，アメリカの漢族研究に比して
戦後日本の漢族研究は極めて少ない。それは後述するように，台湾は中国の一
部であり，中国の立場に立てば台湾は反革命であり反中国であるということか
ら，日本人研究者は台湾を訪問・研究することに跨躇したからである。なぜな
ら，台湾を訪問したり台湾を研究することは反革命や反中国というレッテル張
りにつながったからである。
第三は，日本帝国主義史研究の一貫としての朝鮮や中国，台湾等への侵略・
統治に関する研究である13)。現在も外国人研究者が日本領台期の台湾を研究す
るためには日本語が必須であり，日本の資料を読むことができなければ研究が
できないほど，台湾総督府等の資料や研究蓄積は豊富である。しかし，これら
の研究において， 50年間にわたる日本の台湾統治の延長線上に現在の複雑で微
妙な台湾の政治状況が存在するといったことに関心が示されず，日本帝国主義
史研究は歴史研究であるためか，現在の台湾の政治や経済・文化と結びついて
いない。もちろん，これは現代台湾研究者の責任である。そして，特に重要な
12)王楳興「台湾における漢族社会の研究史的軌跡」「国立民族学博物館研究報告別冊」
第14号， 1991年を参照されたい。また，台湾における民族学研究については中央研究
院民族学研究所が発行する機関誌「民族学研究集刊』や各種の研究叢書，中央研究院
台湾史田野研究室が発行する「峯瀾史田野研究通訊」を参考にされたい。
13)本分野の研究は相当の蓄積があるが，それが現在の台湾研究と接合されていない点に
大きな問題がある。
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点は第四で述べるように日本帝国主義史研究の台湾研究において日本の中国研
究者，特に中国史研究者が関わっていないことである。その理由は第二で述べ
たことと関連する。すなわち，中国史研究者の視点と関心は中国あるいは中国
社会主義にあり，台湾ではないからである。また，共産党は善玉であり，国民
党は悪玉であるという硬直的教条主義的人民史観に基づき，あたかも台湾には
人民がいないかのごとく台湾民衆に対する視点が欠落してきたからである。そ
のためこの研究分野も国際的環境に十分応えきれず，在日台湾出身の研究者に
負うところが大きい。
第四は，台湾史研究である。台湾史研究の中心は明代史・清代史・民国史で
あり，特に清代史である。台湾の歴史は比較的短く，その移民史や開発史，土
地所有制，農業経営，民衆反乱，家族制研究等は具体的文献資料や実態調査と
絡めて研究が可能なことから関心が持たれてきた。しかし，研究者の多くは中
国史の中の台湾史と位置づけ，台湾史を独自の研究分野として位置づけてはい
ない。なぜなら，中華人民共和国が中国の正統政府であるとし，台湾は中国固
有の領土であり，独自の台湾史研究が存在しないからである。たとえ人民史観
に立った台湾史研究であると自認しても，中国史研究や台湾史研究が台湾現代
史と切り離され，台湾には人民がおらず全てが国民党や蒋介石一味であるかの
ごとく，その研究は1949年の国民党の台湾逃亡で終わりとなる 14)0 
第五は，国際政治からの台湾へのアプローチである 15)。戦後冷戦体制は崩壊
し，ボスト冷戦構造の中で台湾と中国の統ーは国際政治の中に大きな位置を占
14)研究者層の最も厚いのが歴史分野である。しかし，彼らの対台湾認識は1日態依然であ
り，「台湾は中国の神聖な領土である」とするならば， 中国史研究の一環として台湾
史研究が積極的に行われてもよいのであるが，関心がないのか台湾史研究の層は非常
に薄い。しかも，その歴史観が「人民史観」に立脚するのであるならば，その史観で
台湾人の抑圧史研究があって然るべきと考える。「天安門事件」等の影蓉よりこの10
年間に対中認識が大幅に変化したかもしれないが，台湾に対する認識には変化がない
のが実情である。
15)国際政治分野からの台湾研究については特定の専門雑誌は少ないが，上げるとするな
らば中国事情専門誌を名乗る『問題と研究』や『東亜』に多くの論文が掲載されている。
83 
264 闊西大學「継清論集」第42巻第2号 (1992年6月）
めるようになった。ソビエト連邦の崩壊や東西ドイツの合併，バルト三国の独
立，南北朝鮮の国連同時加盟といった国際的動向に影響されて，台湾が統一へ
向かうのか，それとも独立へ向かうのか，国際政治学者の関心を一層増大させ
ている。しかしながら，国際政治研究での台湾認識はパワー・ポリティクスに
尽きており，台湾内部の社会構造や台湾人の心意まで下降して分析することは
ない。中国を西側世界へ抑止しておくがための駆け引きに台湾が使われること
のないことを，言い換えれば台湾問題の解決が単なる政治力学上の手段となら
ないことを期待したい。そして，台湾人の意思に基づいて，すなわち台湾人の
基本的人権尊重の下で，台湾問題が解決されることを切望する。
第六は，台湾文学研究である 16)。台湾文学研究について筆者は門外漢であ
り，その研究動向については全く無知である。しかし，台湾文学は中国文学と
は異なり，台湾独自の事象をテーマとし，台湾に住む読者を対象とした台湾郷
土文学がある。これはアメリカ文学がイギリス文学と異なるがごとく，中国文
学とは異なった独自の台湾文学である。また，「台湾結」（台湾意識）と「中国
結」（中国意識）の論争があるように，台湾意識の成長は台湾文学を単に中国文
学の一環として捉えようとすることを拒否した。
以上のような台湾研究状況の中で，近年の台湾民主化の進展は中国民主化運
動の弾圧との比較においてクローズアップされ始めた。日本国内での台湾情報
量はまだ多くはないが，これまでよりは増加しつつある。若手研究者の台湾社
会・政治・経済等に関する発言も多くなり，テレビのクイズ番組が台湾のエス
ニック世界を扱ったり，毎年百万人近い日本人観光旅行者が台湾を訪問する中
にあって，徐々にではあるが，そして偏ってはいるが，世界の中のアジアの政
治経済の比重が高まるに連れて，台湾認識は以前に比してより一層深まってい
16)台湾文学については研文書店から台湾現代小説選シリーズとして翻訳書が出版されて
いる。台湾文学研究については台湾文学研究会が存在し，『棗瀾文學研究會會報」を
発行しているので参照されたい。また，「台湾意識」については，松永正義「中国意
識」と「台湾意識」一揺れ動く中国／台湾イデオロギーの構図」若林正丈編「台湾＿
転換期の政治と経済」（田畑書店， 1987年）を参照されたい。
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るように思われる。
2. 複雑で微妙な台湾人の心情＂）
戦後40数年の経過は，日本の50年間に及ぶ台湾統治と戦後初期からの国民党
独裁体制の暗黒面を有耶無耶にし，若い世代に過去の苦い歴史を忘れさせよう
としている。過去の日本の蛮行を正しく認識することは，相手側の歴史を正し
く認識するということに繋がり，非常に重要である。そして，過去の歴史がい
かに現在の台湾状況に大きな影響を与えているのか，これも歴史研究の重要な
分野である。ただし，言うは易いが行うは難しというのが現状ではある。筆者
自身，台湾からの温かい友情と，日本人・日本に対する台湾人の思いやりや優し
さにより支えられ，台湾研究を続けてきた点が大きい。しかし一方，我々に対
する彼らの友情や思いやり・優しさが我々日本人の台湾認識を複雑にさせる。
日本が植民地として台湾を50年間統治した歴史は台湾人の心から消し去るこ
とはでないし，日本人がかつて台湾で行った蛮行を忘れてはいけない。台湾人
が日本統治下で味わった苦渋がどのようなものであったか，謙虚に耳を傾けな
ければならない。最近，日本軍が朝鮮人を軍属や従軍慰安婦，肉体労働者とし
て強制連行したことに対し謝罪と賠償を求める声が大きく報道されている。台
湾においても，徴兵軍人や志願兵，軍属や従軍慰安婦として犠牲になった人々
17)台湾人とは1945年以前に台湾に居住していた漢族を指す用語であり， 1945年以降に台
湾へ移住した中国人（外省人）と区別している。国民党の台湾統治政策は台湾文化を
否定し中国文化を導入するために，彼らが日常的に使用する闘南語や客家語を禁止
し，北京語を国語として普及させた。近年の民主化の中で，台湾人のアイデンテイテ
ィを主張する人達はあえて北京語を使用せず， 自分達の国語は北京語ではなくして台
湾語（閥南語）であるとして，閥南語を話そうとする。しかし，これでは台湾人の中
から先住民族の「高山族」や「平埴族」， 客家人が除外されることになる。また， 外
省人の 2世や3世は台湾で生まれて台湾で育ったことから， 自己を台湾人と規定する
者も現れ，台湾人という用語は適切ではなくなっている。本稿では台湾に対してアイ
デンテイティを持つ者を台湾人と定義するのであるが，国民党統治初期の台湾人と区
別する意味において台湾住民という用語をもしばしば使用している。
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が日本政府に対して謝罪と賠償を求めている18)。しかし，この声は日本であま
り知られていない。なぜなら，我々のもとに届く台湾からの情報は少なく，我
々日本人は中国や韓国・朝鮮に対して敏感であっても台湾の事象に対しては敏
感でないからである。ビジネスマンや観光旅行者を含め訪台する日本人は多い
が，台湾人からこのような問題を突きつけられたことのある日本人は少ない。
台湾人は何故突きつけないのか，この点が台湾人の複雑で微妙な心情である。
日本帝国主義が植民地支配した朝鮮と台湾とを比較すると，韓国人・朝鮮人
の日本・日本人に直接的に投げつける怒り・憎しみは台湾人のそれとは異なっ
ているように思える。なぜ異なっているのか。両者とも日本の植民地であった
が，台湾と朝鮮で実施された植民政策とそれが及ぽした影響が違っていたの
か。例えば，日本が実施した皇民化政策の実体が一体どうであったのかという
点を考察しなければならない。筆者には今これに応える力量はない。
現時点で思いつくことは台湾人の国家意識の有無である。漢族の台湾への移
民開始が明末清初であり，国家が台湾統治を始めたのは清代に入ってからであ
るが，巡撫・劉銘伝が台湾に派遣されるまで台湾は「化蕃の地」であり，清朝
にとってはさして重要な領土ではなかった。台湾移民の大部分は大陸沿岸の福
建省と広東省出身の農民である。彼らの多くは大陸での生活灘から逃れるため
新天地を求めて台湾へ渡り，その地を開発し定住した。移民社会台湾において
国家は農民に何ら援助を与えず，一部の地主や知識人を除いて国家に対する忠
誠心やアイデンティティは育たなかった。もちろん先住民である「高山族」や
「平埴族」は漢族を侵略者とみなし，清朝と漢族は彼らの支配者であった。台
湾の経済開発は経済的安定と社会的安定を達成し，漢族の中から科挙試験に合
格して官僚となり，財を成す者も現れた。このような清朝の官僚となった者や
18)韓国においては従軍慰安婦問題が大きく報道され， 日本で大きな反響を呼んでいる
が，台湾においても台湾婦人が従軍慰安婦とし南方戦線へ送られたことが各紙に報道
され，立法院で日本に対し賠償請求案まで出す動きがある。『朝日新聞」 1992年2月
22日と 3月4日に台湾従軍慰安婦に関する記事が掲載されたが，これも今話題になっ
ているので掲載されたと勘繰るのは筆者のみではあるまい。
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台湾の支配階級に位置した者の中からも国家意識は芽生えたと考えられる。し
かし，台湾在住の漢族に国家意識が育まれる前に，台湾は日本統治下に入っ
た。これは清朝が台湾人を棄民したのであり，台湾文化や台湾人のJレーツに中
華文化や中華民族があるとしても，一般の台湾人に具体的な形で国家に対する
忠誠，愛国心等は芽生えなかった。一方，統治者である日本は台湾人を皇国臣
民として，その意識を植えつけるための皇民化教育の一貫として日本語の学習
を強要し，国家神道を導入するために各地に神社を建立し，台湾の伝統的廟を
破壊しようとし，漢族の祖先祭祀や団体形成を禁止した。そして，日本の風俗
・習慣を取り入れさせ，改性名を行い，一部の台湾人家族を「国語家庭」と呼
び，選民として日本人並みに取り扱った。この延長線上で， 1944年には台湾で
微兵制を施行し，植民地被支配者達を帝国軍人として南方戦線に送り出した。
ところが，朝鮮は日本より長い歴史と文化を持ち，国家の歴史も長く，国家意
識も強固に存在した。それを日本が武力侵略して，彼らの国家や民族意識を否
定したのであれば強烈な反応が起こるのも当然のような気がする。この見解は
如何なものであろうか。
日本の敗戦に対し台湾人は複雑に反応した。ある者は台湾の支配階級に属
し，日本人社会の中で栄達し，教養も高く収入多く，「準日本人」となってい
た。ある者は日本人支配者に長い間抑圧され，日本の敗戦と同時に日本の圧政
から自由を得，抑えられていた中華民族としての意識が強固に蘇り，中華文化
に接近し，北京語学習に熱を入れた。この両者の矛盾は大きい。前者のエビソ
ードを紹介すると，敗戦間もない台湾のある小学校（小学校は日本人子弟が通学
し，台湾人子弟は公学校へ通学したが，「国語家庭」の子弟は日本人と同じ小学校に通学
できた）で生徒たちを校庭に集め， 日本人生徒と台湾人生徒とに分けた。ある
少女は自分が日本人であると日本人生徒グループに加わり，先生もその子は日
本人であると思っていたが，いくら名簿を探しても名前がなく，後に台湾人生
徒であることが判明した。この時のショックは非常に大きかったと，アメリカ
で出会ったその女性は話してくれた。彼女は幼い頃から日本語で育ち，家族も
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日本語を話し，婦人は着物を着用し，寝るときにはユカタを着用した。このよ
うに特定の台湾人はすでに日本文化に同化し，矛盾を感じなくなっていた。あ
る者は日本の敗戦で日本的なものを一切放棄し，自己のアイデンティティを中
国に求め，北京語学習を始め，中国からやって来た者達を歓迎した。しかし，
その時すでに両者の間には50年間の空白があり，文化や意識• 生活において大
きなギャップが生じていた。
台湾人と中国人との「共同幻想」が明らかになったのは， 1945年から1949年
の時期である。中国人から見て台湾人は「漢奸」すなわち日本の愧儡であり，
台湾人から見て中国人は文化の遅れた，狡猾で残虐な支配者であり，「チャン
コロ」であった。このような局面は到る所に現れ， 1947年のニ・ニ八事件を引
き起こした19)。このニ・ニ八事件は戦後台湾史を考察する上において避けて通
ることのできない事件であり，この事件を含めた戦後台湾史を正確に把握し分
析することによって，現在の台湾の実相に迫ることが可能と考える。本年は二
・ニ八事件45周年に当たり，政府は漸く国民に謝罪するとともに，議会におい
て黙疇をささげた20)。同時に，中央研究院近代史研究所にニ・ニ八事件研究を
依頼し，その研究成果がまとめられ，その要旨が新聞で報道されている21)。政
19)台湾においてニ・ニ八事件に関する研究が最近活発になり，学術研究会が開催された
り，多くの著作が出版されている。拙稿「台湾研究とニ・ニ八事件一「ニニ八学術研
討会」に参加して一」『東方」 133号， 1992年4月を参照されたい。最近，ニ・ニ八事
件に関する文献資料が矢継ぎ早に出版されているが，これまで出版された文献リスト
が台湾省文献委員会ニニ八事件文献輯録専案小組「ニニ八事件文献輯録」台湾省文献
委員会， 1991年に「相関資料目録」 (pp.678~686)や「ニニ八出版品今年巳達最高
潮」『中国時報』 1992年2月28日に紹介されているので，参照されたい。
20) 2月28日に行政院長・都柏村は立法院開会寵後，立法院でニ・ニ八事件の犠牲者に対
して 1分間の黙薦を献げた。 2月28日前後の約10日間は各紙ともニ・ニ八事件の特集
を組んでいるので，参照されたい。
21)政府はニ・ニ八事件の解明を約束し，その研究を中央研究院近代史研究所の研究者に
委託した。その研究報告が，行政院「研究ニニ八事件小組」『「ニニ八事件」研究報告」
(1992年2月，全431頁）として，非公開で出版された。本書は5章より成り，前言，
第1章事件之背景，第2章事件之爆発奥衝突之拡大， 第3章政府之雖応興事件之平
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府発表によれば，ニ・ニ八事件の犠牲者は 1万8,000人~2万8,000人と，これ
までの政府発表数字とは大きく異なっている。第 1表に見られるように，これ
第 1表ニ二八事件犠牲者数
I 
資 料 死亡者数著者
楊亮功 楊亮功調査報告 死者190人，傷者1,761人
白崇櫓
台湾警備司令部
保安処
王康
蕪僧・郭建成
ニューヨーク・タイムズ
ニューヨーク・タイムズ
①蘇辛
台湾旅涸
鐘逸仁
彰明敏
R喬治祠ホ
王芸生
嘉寛敏
白崇棺報告書 死傷者1,860人
台湾警備司令部 6,300人
保安処 3,200人
ニニ八事変親歴記 2,000~3,000人
払去歴史明鏡的塵埃 2,600余人
1947年3月14日特電
1947年3月22日特電
憤怒的台湾
六団体関於台湾事件報告書
辛酸六十年
自由的滋味
被出売的台湾
台湾史話
台湾青年
2,200人
1万人
1万人を下らず
1万人以上
2万余人
2万余人
2万余人
3~4万人
5万人
③馬若孟・頼沢涵
④王育徳
悲劇的開始；台湾ニニ八事件
苦悶的台湾之研究
未だ正確に数値の発表さ
れず
10数万人
史明 台湾四百年史 10数万人
（出所） 「台湾時報』 1991年12月1日。
（注）①は蘇辛ではなく蘇親である。
Rは Kerr,George H. Formosa Betrayed. Boston : Mifflin Company, 
1965. 
⑧は LaiTse-hon, Ramon H. Myers, and Wou. A Tragic Beginhing: 
The Taiwan Uprising of February 28, 1947, Stanford: Stanford 
University Press, 1991. 
④は『台湾一苦悶するその歴史」弘文堂， 1974年。
復，第4章傷死典受害情況，第5章当時之救他，結論となっており，各種の資料が添
付されている。付録5には「ニニ八事件」死亡人数的人口学推計」が添付されている。
この資料は末見であるが， 1万8,000人から 2万8,000人と推計されている。『朝日新
聞』 1992年2月24日。また，本書はニ・ニ八事件に関する膨大な参考資料を紹介して
いるので，注19)の資料とともに併せて参照されたい。
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まで政府や憲兵司令部が発表した数字は如何に過少に見積もられ，そのために
様々な憶測を呼んできたかは本表から明らかである。また，近代史研究所では
政府関係資料を一定期間一般公開した。民間においても各種の活動が催さ
れ， 連日， 新聞紙面を賑わした。それほど， 現在に至ってもこの事件の根は
深い。
事件は， 1947年2月27日に専売局員が闇タバコ取締中，路上で私製タバコを
売っていた老婆からタバコと売上金を没収し，売上金の返還を懇願する老婆を
銃床で殴り付けたことが直接の契機となった。しかし，その根底には本省人と
外省人との文化的摩擦があった。 1945年の日本の敗戦，引上げとともに中国か
ら台湾へ渡ってきた外省人が台湾人に対してどのような政治を行ったのか。中
国での国共内戦の敗色が濃くなった1949年5月に国府は戒厳令を公布し， 1987
年7月にそれが解除されるまで超法規的政治が続き，いわゆる「省籍矛盾」は
過去40年数年間の本省人と外省人との軋礫により鬱積してきた。今回の選挙戦
もこれを引きずっている。台湾で日本植民統治を批判する声よりも国府や国民
党を批判する声が大きいように思われるのは，皮肉にも戦後台湾史に大きな原
因があり，その遠因には日本の台湾領有があり，そこでの皇民化政策がある。
それゆえ，かつて日本人統治者が台湾で行った蛮行は徹底的に研究し追及され
なければならないし，現存の台湾住民に対する日本の責任は大きい。中国から
やって来た支配者は台湾人を日本の愧儡と見なし，戦後台湾政治体制から排除
してきた。また，台湾人は中国人の支配・統治に対し，中国人を同胞と見るよ
りも支配者とみなし，「犬（日本人）が去って，豚（中国人）が来た」と話す。一
体なぜ台湾人がこのような表現を使い中国人を批判するのか，台湾研究を志す
者としてこの本質を正確に認識する必要がある。国府や国民党，あるいは中国
人に対する台湾人の批判は強烈であり，これらの点と今回の選挙結果とのギャ
ップをどのように考えればよいのであろうか。
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3. 台湾における社会資本の貧困と公営企業・党営企業
国民党政権は中国での国共内戦で敗れて台湾へ逃れてくると，台湾における
政権基盤と税制の確立のための土地改革に着手した。それは中共の暴力革命に
よる土地改革へのアンチとして，平和的土地改革と位置づけられた。台湾の地
主層は国民党政権の基盤にはなく，国民党にとって在地地主の権力を弱めるこ
とには何の痛みもなかった。台湾で土地改革を実施することは孫文の「耕者有
其田」に従い，三民主義を正当に継承しているのは国民党であるという，政治
的プロガバンダの意味が大きかった。しかも，土地改革後も地主は中田で3甲
歩僚3ヘクタール）までその所有が認められ，それ以上の土地に対しては有償
徴収となった。土地改革の対象となった土地の大部分は祭祀公業等の集団所有
地であり，そのため強力な反対もなくスムーズに実施することができた。
土地改革により国府は農民を寵接掌握し，台湾経済離陸のための原蓄を可能
にした。また，日本の敗戦により台湾で投資・経営されてきた日本資産を全て
接収し，孫文の三民主義における民生主義に名を借りて，これらの産業を公営
（官営）企業とした。現存する独占的公営企業の多くはこの時に接収された日本
企業であり，第2表のように銀行や建設・セメント・糖業・石油・鉄鋼・造船
•新聞・放送といった基幹産業が存在する。これらの主要産業は公営企業とし
て，国家のコントロール下で民間企業を分断し経営されてきた22)。台湾では韓
国政府とは異なり，政府が民間産業，特に重厚長大な装置産業を育ててはこな
かったのが特徴である。
22)日本における国府の公営企業に関する問題提起者は劉進慶氏であろう。氏は「戦後台
湾経済の構造ー公業と私業一」（『思想」 No.576, 1972年6月）の中で，「戦後台湾経
済が， どのような歴史的条件や構造的特質をもって発展したのか，また，その特質は
なんなのか， という点については，これまでの研究ではほとんど明らかにされていな
い」 (p.822)と述べているが，この主張は現在でも正鵠を得ている。劉進慶，前掲
「戦後台湾経済分析』や隅谷三喜男・劉進慶・深照彦『台湾の経済一典型NIESの光
と影』（東京大学出版会， 1992年）の序章「経済発展一過程と果実」をも併せて参照
されたい。
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金
脳
機
関
生
l‘!.’IたC 
企
業
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第2表 日本企業の公営企業への再編
TI 本人企業 公営企業
台湾．台i弯儲蓄， H本三和 省営•. 台湾銀行
E1本勧業 ＂ 台湾土地銀行銀 行 台洞頂ff II 台湾第一商業銀行 R 
華 南 ヽ ” 華南曲業銀行彰 化 ” 彰化商業銀行
金 庫 産業金庫 I 台i弯省合作金庫
千代HI,第一，帝国， l本，明治，野村，安
生命保険 Il, 住友，三井，第n.tl/f/1, 大岡，富国徴 /I 台i弯人寿保険股扮布限公司
兵，第•一徴兵
大成，東京， J;;J 和• I産， I本，大倉，大阪
災害保険 住友．興亜．海上述送．安Il, I新，千代Il I 台洲産物保険股扮布限公司
:kif: 
無尽会社 台湾勧業．台湾南部，束台洲．台洞住宅 ＂ 台i弯介1tl諸蓄股位有限公司I本海軍第六燃料廠. r-1本石油株式会社，帝国石油株式
会社．台洞石油販売株式会社，台拓化学：r. 業株式会社， 国党 中国ii油股粉1-f限公司
台笥X然ガス研究所等
I本アルミニウム株式会社 I 台洞銘業公,・J
台湾電力株式会社 I 台訥電力有眼公,J
大H本製糖株式会社．台訥製糖株式会社，明治製糖株式 台洲糖業公il
会社．塩水港製糖株式会社
I 
台洲電化株式会社．台洲肥料株式会社．台i弯有機合成株
式会社 ” 台湾肥料公・,,・]
南日本化学工業会社(I本曹達， .LI本塩業，台訥拓殖），
鐘淵曹達会社，旭電化＿丁．業株式会社 ” 台i弯鍼業公・.,J
台湾製塩会社．南H本塩業会社．台i弯塩業会社 I 中国塩業公,;J
台洞船渠株式会社（：：：：••月項：工業）基陥造船所 " 台湾造船公o";J
株式会社台湾鉄工所，束光興業株式会社高雄工場，台洞
” 台il"機械公1iJ船渠株式会社高雄工場
専売局（洒．タバコ） 省常 台湾省姦酒公光局
樟脳局. 1本樟脳株式会社 I 台洞省樟脳局
浅野セメント株式会社，台湾化）成工業株式会社.°Jf.j}jセ
” 台洞水泥公·,;J•メント工業株式会社，台洲セメント管株式会社
台濶興業株式会社．台洞パ）とプ：1: 業株式会社．塩水港パ
ルプ工業株式会社．束亜製紙工業株式会社，台洲製紙株
式会社，林田11事業所
I 台洲紙業公,;J•
農林関係企業（茶業8,パイン業6,水I殺業9,畜殺
省党 台洞農林公,;J*業22.ilf-45企業）
:1~ 蒙関係企業（炭鉱業24,鉄鋼機械業31,紡績業7.
ガラス業8,油脂業9,化学製品業12, 印刷業14.窯 台湾:1:蔽公,;J•業36, ゴム業1, 電気器具業5,:I: 木建設業16,;1・ " 
16蹄業）
出所）劉進慶「戦後台湾経済の構造」「思想」No576,1972年6月，p.30と
隅谷三喜男・劉進慶•i余照彦r台湾の経済』1992年， pp.28-29。
il • 印のりド泥J「紙業」「農林」「~r.嗽」 4公HJは,1953年の農地改It,=時に地価保償金の
一部として，民党 (I「1地j;)に払い下げられた。
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政治面では，中国から連れてきた大軍事力でもって強権政治を実施し，台湾
人には有無を言わさず服従させた。反対勢力に対し「アカ狩り」を行い，国民党
に反対し「台湾独立」を唱える者は政治犯として取り締まった23)。新聞や雑誌
を発行して政治的見解を主張することに対しては1948年 8月に「報禁」を公布
して取り締まり，これらの改治犯は太平洋に浮かぶ小島・緑島に収容された。
それゆえ，有意の人材は国外へ逃亡し，現在も外国で市民権を得て活躍してい
る者は多い。国外へ逃亡した者の中にはその地で国民党批判を行い台湾独立運
動を行う者が多いのも，以上の理由による。
政治的支配の厳しさに対し経済面では比較的緩やかであるため，国内に残っ
た者は経済活動にエネルギーを注ぎ，金儲けに従事した。企業家精神に富む彼
らはアメリカ資本や日本資本と結びつき，台湾経済を牽引してきた。特に，日
本語が話せる者は，日本企業との合弁や委託加工等に積極的に参入した。これ
らの民間企業は資本の小さい中小企業で当初から輸出を目的とし，公営企業と
の連携が弱く，独自に発展してきた。台湾人が民間企業を興す際，銀行は民間
への融資を極力抑えたため，民間企業は血縁・地縁による資金調達，人的結合
を媒介にした頼母子講や地下銀行等からの融資に基づいて経済活動を行った。
いわゆる国民党が縦横に張り巡らした網の目を潜って経済活動を行い，許認可
権を持つ政府や党と関係をつけなければならない時には賄賂を贈った。それゆ
ぇ，現在に至るも台湾においては地下経済が発達しており24), 政府はこれを取
23)魏廷朝「台湾政治監獄体験談」『台湾史研究」第9号， 1991年3月は，戦後台湾史の暗
黒面を描いた体験記として，当時の様相を伺い知ることができるので，参照されたい。
24)最近，台湾では地下経済に関する研究が活発になりつつある。その原因は国家が税金
逃れをする地下経済を掌握することによって税収を確保しようとする意図があるから
である。李庸三「棗潤地逼地下経清之探討」『網清前脆」第23号（第6巻第3期），
1991年7月， 林鐘雄「防制地下金融活動問題之研究」（行政院研究発展考核委員会編
印， 1991年）を参照されたい。台湾地下経済研究についてはモントリオール大学教授
で立命館大学客員教授の強維邦氏の示唆に飛んだ研究報告「台湾経済発展又一章：従
政治経済視角考察国民党政権統制台湾経済的経験」から数多く学んだことを付け加え
ておく。
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り締まるために民間銀行設立を許可し，本年からその営業が開始された25)。最
近の民主化まで，政治的には国民党一党独裁による恐怖政治と，経済的には公
営企業の独占という社会構造が存続した。ところが，この独占的公営企業が台
湾経済にどのような役割を果たしたのか，あるいは第3表，第4表に見られる
ような党営企業についての研究は一切なされず，その存在さえも無視したとこ
ろの開発独裁とは一体どのようなものであるのか，さらには公営企業や党営企
業が現在の経済成長とどのように関連付けられるのか，この点についてはこれ
まで全く研究がなされておらず，今後正確な分析・評価が必要である26)。
しかしながら， 台湾経済はアジア NIESの一員として脚光を浴びるまでに
発展した。外貨保有高は1992年2月現在で832億ドルと世界ーとなり，一人当
たり GNPは1991年度が8,815ドルと世界ランキング25位にまで上昇した。約
15年間のインターバルで台湾経済を概観すると，所得増大や物価上昇，食生活
や服装などの近代化，居住空間の改善，モークリゼーション等において急速な
変化を遂げ，台湾の生活水準は日本との差を縮小してきた。しかし，日本と比
較して最も遅れていると感じられるのは社会資本の不整備，公共投資の遅れで
ある。道路や建物，交通等の社会資本整備は非常に不十分である。国府は長い
間，台湾人から日本文化を一掃するため，植民地時代の日本文化を排除し中国
文化の導入を積極的に図り，日本文化の輸入を禁止してきた。敗戦直後には各
地に存在した神社・仏閣を取壊し，日本映画の輸入や日本語を禁止してきた。
このように植民地被支配者が植民地統治代時の遺物を一掃しようとするのは当
然のことである。ただし，社会の発展のために利用可能なものは当然利用すべ
25) 1990年に民間銀行19行の設立申請があり， 1991年6月26日に新銀行15行の設立が許可
され， 12月30日に 1行が開業し，台湾における金融の自由化・国際化が大きく進展し
た。
26)現在の公営企業や党営企業に関する研究は非常に少ない。陳師孟・林忠正・朱敬一・
張清渓・施俊吉・劉錦添「解構黛國資本主義一論台湾官僚事業之民螢化」 1991年を参
照されたい。党営企業については「自立晩報」 1992年2月27日，「四成以上属於独占
或寡占」という記事があるので，併せて参照されたい。
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-1. 中央投資
1台湾証券交易所（独占）
2中華開発信託（寡占）
3中聯信託（寡占）
4中国信託（寡占）
5中華票券（寡占）
6中加開発投資
7台苓石化（寡占）
8東聯化学（寡占）
9永嘉化学（寡占）
10中美和（寡占）
11厚生
12中国鋼鉄結構
13安鋒熱軋鋼廠（寡占）
14建台水泥I<寡占）
15中華貿易開発 中国鋼鉄
16中鼎工程J(寡・,り） 結構
17陽明海運
18国華海洋
丁中国炭索
19 i呆生製薬 華幾紡織謬開し［言儡
皓華
??）??
??
???? ?? ???? ? ??? ??? ））
??
???
??
??
?
?
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? ?
?
ー ? ? ＿ ― ?
??? ?
22昆逹i盈盆電子
23台湾積体電路
24聯亜電機
25台湾船舶清倉（独占）
26華経資訊
27国翼興業
28光男
29裕豊紗廠
30欣欣天然気（寡占）
31欣隆天然気（寡占）
32大通建築経理（寡占）
33中央貿易開発
34台湾電訊網路（寡占）
35華信銀行（符備中）
36中加投資
37環宇財務顧問
38国際創業投資
39国際信託投資
40漢谷建設
41台翔航太
42華燦紡織
43環宇環保
44世貿中心国貿大楼
9欣南天油気（独占）
10欣嘉石油気（寡r!i)
11欣雲石油気（独占）
12欣泰天油年（独占）
13欣雄天油気（寡占）
14朕欣天然気（寡占）
15欣隆天然気（独占）
16興業建設
17華珀言鉦計子
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きであるが， 日本時代の残滓を一掃するのであれば， 日本領台期の時代遅れな
残滓は取壊し，積極的に近代的な社会資本を充実すべきである。しかし，その
ようなことは行ってこなかった。例えば，鉄道を見ると現在でも駅舎等は日本
当時のものが多く， 線路の拡張は行われず， 単線のところも多い。昨年11月
に日本人が死亡するという列車事故があり，日本のテレビや新聞で報道され
た。この事故原因は運転手の単純ミスとされた。鉄道が日本領台当時と同じく
単線であり，引込線で停車すべき列車と走ってくる列車とが衝突したという事
故で，戦後40数年経過しているにもかかわらず，鉄道の拡張整備が行われず，
お粗末な事故となった。
なぜ，国府は台湾近代化への投資を怠ってきたのか。識者の見解には，二つ
の理由がある。一つは，国民党は将来中国に帰るため，台湾に投資することは
無駄であり，その金は将来中国へ持ち帰り，中国に投資する。もう一つは，中
共が台湾へ武力侵攻し，台湾を奪取するかもしれず，中共に豊かな台湾を呉れ
てやるわけにはいかず，外国へ資金を避逃させたという見解である。上述のよ
うな理由のために，台湾への公共投資を怠っていたとするならば，台湾社会に
土着している台湾人が国民党を批判するのももっともなことである。台湾の急
速な経済成長の反面，現在も社会資本面において遅れを感じるのは筆者一人で
はあるまい。とはいえ， 1970年代の「十大建設」以後，社会資本の充実が計ら
れ，「十二項目建設」「十四項目建設」と続き，現在では「国家建設六カ年計画」
により大規模公共建設が行われる予定ではあるが，建設が社会需要のスヒ゜ード
に追いつかないのが実情である。しかし，このような大規模投資の背景には，
国民党の台湾化（土着化）が一層進展していることを忘れてはならない。すなわ
ち，政治的民主化が「中華民国の台湾化」を促進させているのと同様に，社会資
本の充実は統治者の土着化を進展させていることを意味しているからである。
4. 中台経済交流の進展
台湾の人口構成は， 1985年の推計では福建人が74.51%, 広東人（客家人）
98 
戦後台湾史と台湾経済研究（石田） 279 
13.19%, 外省人9.85%,高山族2.37%, その他0.08%という比率であり， 台
湾住民の圧倒的大部分は福建省を故郷とする27)。福建人の多くは福建省泉州府
や流州府の出身であり，客家人は広東省潮州府や嘉応州の出身で，明末清初よ
り対岸より危険を冒して台湾へ移民した者の子孫である。台湾海峡を挟んだ両
岸の交流は，清代に台湾が清朝の版図内に入り，人の往来や物資の交易が盛ん
に行われるようになった。しかし，日本領台期には途切れてしまい， 1949年に
国府が台湾へ逃げてからは完全に断絶してしまった。ただ外国に居住する華僑
や華人を通じての交流は存続した。また，台湾海峡上で漁船による密輸が行わ
れたり，第三国を経由して中国の物資が輸入されるということはあった。例え
ば，交流のなかった時期でも台湾の薬店には中国でしか入手できない漠方薬が
販売されていた。
1980年代に入り台湾の民主化が進展するとともに，海峡両岸における政治的
経済的交流は一挙に進展した。まず，台湾側の変化を見ると， 1985年9月にア
メリカで開催されたG5(プラザ合意）以降， ドル安元高となり，廉価な労働力
による労働集約的輸出加工貿易は国際競争力を喪失した。そこで，中小民間企
業は安価な労働力を求めて生産の拠点を東南アジアにシフトさせた。 1986年9
月には党外人士が民主進歩党を結成し，民主化運動を展開した。 1987年 7月に
は戒厳令が解除され，香港・マカオヘの旅行が自由化された。 11月には大陸へ
の「探親」が許可となり，最初の 1年間に37万人が訪中し，入境者のうち台湾
籍が40.1%を占めた。 1988年7月に国民党第13期全国代表大会が開催され，中
国との間接貿易を承認することが検討され， 1月には葬儀出席と病気見舞いと
いう条件で中国住民の台湾親族訪問を解禁した。 1989年3月に台湾の「一国ニ
政府」論が発表され， 4月に現職公務員のうち公立学校職員の「探親」制限が
緩められ， 5月にはアジア開発銀行会議が北京で開催され，郭婉容財政部長が
政府代表として出席した。 1990年 1月には下級公務員も「探親」が可能とな
り， 4月には「考察」「参観」「展覧会」といったビジネス目的の訪中も正式に
27)載国畑『台湾」（岩波書店， 1988年）， p.13。
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承認し， 10月には「対大陸地区従事間接投資或技術合作管理弁法」を公布し，
中国への間接投資を承認した。 1991年4月に「動員搬乱時期臨時条款」を廃止
し，中国敵視政策を解除した。
一方，中国側の変化を見ると， 1978年12月に中共第1期三中全会を開催して
これまでの路線を転換し，「改革と開放」政策を打ち出した。 1979年1月に全
国人民代表大会常務委員会が「台湾同胞に告げる書」を発表して統一を呼びか
け， 1980年には経済特区を制定し，外資の導入を打ち出し， 1981年9月に全人
代常務委員長の葉剣英が「九項目提案」を発表して「第三次国共合作」を呼び
かけた。 1984年4月に14の沿海経済開発区を制定し， 12月に「一国二制度」に
基づく中英香港返還交渉が成立した。 1988年1月に趙紫陽・元総書記が「沿海
地区経済発展戦略」を打ち出し， 7月には「国務院関於鼓励台湾同胞投資的規
程」を公布し，さらに積極的に台湾資本導入を計ろうとした。
以上のような中台経済の交流条件の変化は台湾資本の中国投資を可能とし
た。その契機は中国への里帰りの許可であり，台湾住民は中国を訪問し，故郷
の親戚や同族と出会い， 1988年以降その関係を通じた対中投資を急増させ，中
台貿易も急増し， 1991年には58億ドルの実績を見た。特に，福建省は台湾人の
故郷であり， 言語や風俗・習慣が共通し， 台湾人の投資には非常に有利であ
る。福建省夏門市へは台湾からの投資が押し寄せ，「小台北」と呼ばれるまで
になった。しかし，その実，中国への投資企業の経営実績は必ずしも芳しくな
く，利潤を上げたのは 3分の 1に過ぎない28)。また，両者の目論見は異なり，
様々なトラブルを発生させており，台湾側は総統府国家統一委員会と行政院大
陸委員会，民間の海峡交流基金会を成立させ，中国側は中共中央と国務院に台
湾弁公室，民間機関としての海峡両岸関係協会を成立させ，今後の中台間に生
28) 1992年3月27日~29日の日程で静岡県御殿場市の経団連ゲストハウスで開催された
「冷戦後のアジア・太平洋地城と両岸関係，東京国際学術フォーラム」での中華経済
研究院の張栄豊氏の発言と， 『中華週報」第1569号 (1992年4月27日）， p.3に基づ
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じる問題に対処している。中台経済交流の進展は両者の相違を明確にし，両政
府とも中国は一つであり， 統一を主張し， 民間においても炎黄の子孫（中華民
族）という建前で経済的交流を急速度に進展させており，国府の「三不政策」
（中国とは接触しない，交渉しない，妥協しない）は実質的に空洞化している。
しかしながら，中台が抱く「統一」の夢は「同床異夢」であり，互いの「共
同幻想」の上に乗っかかったもので，このような夢に酔えるのも中華主義だか
らこそできるのかもしれない。今後，中台関係はどのように進展していくので
あろうか。中華民族あるいは中華文化で統合していくのか。台湾人・台湾意識
と中国人・中国意識とが異なり，統一は単なる国共両党の政治的プロパガンダ
に過ぎないのか。あるいは「大中華経済圏」が形成され，中台経済関係はより
一層緊密化し，経済的結びつきから政治的統一へ向かうのか。将来予測は困難
である。そして，台湾における民主化の進展がこれまで抑圧されてきた台湾民
衆の要求や見解を明白にし，統一よりも独立を主張する声がより一層大きくな
る可能性が大であり，台湾の民主化が統一を主張し続けてきた中国にとってマ
イナスであってもプラスにはならない。この時，台湾の民主化を中国の指導者
や人民はどのように評価するのか，中国人の民主や人権に対する意識が改めて
問われている。
皿おわりに一一「中台統一」への課題
以上4点にわたり独断と偏見に基づいた台湾研究上の私見を吐露した。現
在，日本における台湾研究者の層は薄く，各分野の研究は個別的であり，相互
連関性も弱く，今後一層の学際的な研究交流が望まれる。近くて遠い台湾は何
時，地理上の距離と同じように近い台湾となるのか。戦後一貫して台湾から注
がれている日本人に対する台湾人の熱い眼差しに，我々は何時になれば応える
ことができるのか。日本の台湾研究者の課題は大きい。
1986年 9月の民進党の結党， 1987年 7月戒厳令解除， 1988年 1月蒋経国総統
死去， 1990年 3月の李登輝政権成立， 6月大法官会議により中央民意代表の退
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職決定， 1991年4月「反乱鎮圧時期臨時条項」廃止， 12月第二回国民大会代表
選挙と，この 5年間の間に台湾における民主化は急速に進展しており，台湾住
民の生の声を聞くことが可能となった。一方，中国の政治体制は相も変わらず
共産党の一党独裁であり，台湾認識は硬直的で，政府や共産党を除いて台湾に
関する人民の声は全く聞こえてこない。しかも，中国の反体制的立場にある進
歩的文化人の台湾認識でさえ共産党のそれと同じであり，「天安門事件」で一
躍名を轟かせた反体制文化人においても変わりがない。ましてや，一般人にお
いてはさらに情報が少なく，自己の意見がないばかりではなく，彼らの台湾認
識が共産党の枠組を越えないのは無理のないことである。それゆえ，「中台統
ー」や「台湾独立」については，台湾から多様な意見が聞こえてくるだけで，
中国からの声は一つしかない。
このような中で，台湾の将来に関する見解を整理すると，次の五つの見解に
まとめることができる。まず第ーは，国民党反主流派の見解である。これは中
華民国こそが中国の正統政府であり，「共匪」が支配する中国を取り戻して統一
するという見解であるが，これが現実的ではなく，かつてトルーマン大統領との
間で放棄させられている。反主流が主張する統一は，中華民国が中国の正統政
府であるという建前のもとでの統一であるが，その内容は国共両党の交渉から
政府間の対等平等な交渉を意味している。この見解は国民党第一世代の長老に
多く，孫文の三民主義を金科玉条のごとく担ぎ出す。しかし，この見解は完全
に共産党の見解と同ーであり，両者の関係はコインの裏表に相当する。第二は
国民党主流派の見解である。この見解は国民党として統一を主張し，台湾独立
運動を批判するが，中台には大きな経済的・政治的格差が存在し，これらの点
が解決されないかぎり統ーはまだまだ先のことであるとする。そこで，「統一
綱領」を制定して段階的統ープログラムを提起する。しかし，彼らは本当に独
立に反対であり統一に賛成であるのかについては，本省人の李登輝人気と絡ん
で，多くの台湾人は楽観的である。というのは，中国に武力介入の口実を与え
ないがための独立反対であり，実際には「中華民国の台湾化」「国民党の台湾
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化」を図っているのではないかと考えられている。第三は，民進党美麗島派の
見解である。台湾人は台湾の将来を決定する自決権を持ち，統ーか独立かは台
湾人の意志によって決定されるとする。長い間国民党の一党独裁と闘い，台湾
の民主化に大きな貢献をしてきた。その点においては反国民党であるが，台湾
の独立か統一かに関しては非常に柔軟に対応しており，ある局面では国民党主
流派と手を結ぶことも考えられる。第四は，民進党新潮流派である。主権・独
立・自主の「台湾共和国」を建国し，中国からの完全独立を主張する。また，
台湾独立の中にはこれまで台湾人を抑圧してきた国民党の一党独裁体制への強
烈な批判が貫かれている。第五は，「台独派」である。彼らの多くは戦後40数
年間国民党の一党独裁体制に対して台湾人の権利を主張し，弾圧されてきた。
そして，その多くは日本やアメリカヘ亡命し，そこで台湾独立運動を指導して
きた。最近，その一部の人達は漸く帰国が認められ，台湾での政治活動を活発
に行っている。ところで，最近の台湾独立は支配者である国民党（中国人）から
の台湾人の独立を意味するだけでなく， 「共産主義中国」からの独立をも意味
するようになった。台湾の将来に対するこのような様々な見解の中で，台湾住
民はどのような見解に組するのか。既述したように台湾人の心意は彼らが置か
れてきた歴史と絡まって微妙で複雑である。そして，各人の立場はその時々の
政治状況に応じて合従連衡しているのが現在の台湾政治である。
しかしながら，今のところ中国政府や共産党にとって許容できるのは第一と
せいぜい第二の見解までである。既述したように中国の進歩的知識人でさえ
も，第三の台湾自決を承認しない。なぜならば， ① 台湾は中国の神聖な領土
の一部であり，R台湾住民の多くは中国人であると考えるからである。この
発想はチベットや蒙古，新彊の少数民族地区にも妥当する。中国人の世界観に
は中央（中華）と辺境しかなく，中国人は中央で少数者は辺境となり，その結果
中国人が支配者となっている政治構造に彼らは気付かない。それゆえ，中国知
識人が叫ぶ人権や民主とは自分達だけのことであり，それが他者に普遍的に適
用できる原則ではないため，その主張にはあまり信用がおけない。彼らの主張
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する人権や民主は伝統的な「中華思想」の枠内から一歩もはみ出さず，その点
において権威主義的性格を拭い去ってはおらず，本質的に共産党の体質と同じ
ある。
同様に，台湾問題は日本人の民主や人権意識に対しても問いかけている29)0 
もし，中台が将来どうあるべきか問われたとすれば，台湾の将来を決めること
ができるのは台湾人であり，台湾人のみがその権利を有すると答えるであろ
う。それに反して外部から強権でもって圧力を加えたりして介入することがあ
れば，その政権は民主主義の敵となり，末来はない。それゆえ，明日にでも中
国人民解放軍が台湾海峡を渡ったとしたならば，我々はどのような立場を採ら
なければならないのか，明白であろう。
29)台湾人元日本兵は約20万余人で，死者は3万人に上っている。これらの 3万人の元日
本兵は靖国神社に祀られていることを知る日本人は少ないであろう。鈴木明『台湾に
革命が起きる日」（勝メディアファクトリー， 1990年）， p.186。ところで， 台湾人元
日本兵とその遣族が1977年8月から日本政府を相手取って補償を求めて提訴してき
たが，本年4月28日の最高裁ではその補償請求の上告を棄却した。日本人の元軍人・
軍属の戦死傷者には恩給法や援護法で補償が受けられるが，当時日本兵として従軍し
た台湾人に対し戦後日本人ではないとして，一切の補償を放棄していることは道義的
に認めることはできない。彼らを「一視同仁」の名の下に戦場に駆り出した日本人や
共に戦った日本人戦友はどこにいるのであろうか。戦争犠牲者として日本人軍人・軍
属やその遺族が政府から補償され，補償のない犠牲者が存在することに戦友やその遺
族が何の痛みも感じないのは不思議でならない。
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